平成２１年度第１回「千葉市農政総合推進協議会」議事録
１　日　　時　平成２１年７月２２日（水）
　午後２時００分から午後３時５０分
２　場　　所　千葉中央コミュニティセンター８階　８２・８３会議室
３　出席者　　委員：１３名

荻原彌会長、小川知昭副会長、藤代武治委員、野崎好知委員、

須藤謙委員、大塚克己委員、鈴木英雄委員、斎藤昌雄委員、伊藤久惠委員、日暮洋子委員、錦織照委員、石原實委員、
外口久男委員
事務局：１６名

農政部長（石川）、農政センター所長（加藤）、
農業委員会事務局事務局長（大野）、
農業振興課長（須藤）、営農指導課長（萱野）、
グリーンビレッジ推進課長（田野）、農業環境整備課長（髙瀬）、
農政課長（今関）及び同課職員（調整主幹（中村）

課長補佐（市川）、企画係長（圓城寺）、農政係長（森田）、

中澤、加藤、渡部、佐々木）
４　議　　題　（１）千葉市耕作放棄地解消対策専門委員会の報告について
（２）農業経営改善計画の認定について
（３）農用地区域の変更について
５　議事概要　（１）事務局が、千葉市耕作放棄地解消対策専門委員会についての報告を行った。
（２）事務局が、平成２１年８月に認定予定の農業者１７件（新
規認定：９件、再認定：８件）の農業経営改善計画について説明し承認された。
（３）事務局が、重要変更申請８件の案件について説明し、すべて承認された。
６　会議経過
会議は、農政課長補佐の司会進行により行われ、委員全員の出席を報告した後、不開示情報に該当する個人情報が含まれている議題２及び３については、千葉市附属機関等の会議の公開に関する要綱第３の１の（１）のアの規定に基づく本協議会の議決により、会議を非公開とし、議事録も非公表とする旨を告げた。
　続いて、農政部長及び会長が挨拶を行った後、設置要綱第６条の規定に基づき、会長が議長となり、藤代委員及び鈴木委員の２人を議事録署名人に指名した。
議題１　千葉市耕作放棄地解消対策専門委員会の報告について
　事務局(農政課　圓城寺企画係長)が、千葉市耕作放棄地解消対策専門委員会の報告についての内容を説明した。
　続いて、以下の質疑応答があった。
鈴木委員　　最後の企業参入ですが、ファーマーズマーケットですか。ホウレンソウ栽培するようですけども、出荷はどのようにするのでしょうか。市場出しでしょうか、それとも販売、直接流すのでしょうか。
企画係長　　生産された農産物につきましては、企業のほうが健康に関して事業を展開しておりまして、その会員さんを対象に生産物を販売するということですので、市場のほうには直接は卸さないということです。
須藤委員　　６ページの遊休農地実態調査表だと思うんですけど、これは、遊休農地全部この調査表が添付されているのか。それと、どこに行ったら見られるのか、だれでも見られるのか、この３点お願いします。
農政課長　　国から調査依頼があって、調整区域で２９３．３ｈａの遊休農地が市として押さえてありますけど、その団地ごとに全部台帳を整備するということで作っております。ですから、一筆ごとというよりは団地ごとにこういった台帳を整備するということでやっております。また、閲覧ができるかということですが、個人情報、名前・住所・電話番号と畑と田の所在地が載っておりますので、必要に応じて、たぶん農協さんのほうで遊休農地の活用があった場合ということで前提にしますと、支援会議とかいろいろ一緒になっておりますので、そういう中で連携をとりながら遊休農地の活用を図っていければと、ですから全体を閲覧というのはなかなか難しいと思いますけど、協議をしていく中でそれらを提示をしていくという事は可能かと思います。
須藤委員　　せっかくここに傾斜とかが図面上におとされてるんですよね。こういうのは非常に現場に行って見てもですね、草がぼうぼうだと。それだったら、この図面を見れば南北に傾斜になっているとか東西になっているとかそういうのが見られると非常に便利かなと思ったんですよ。
農政課長　  うちのほうも、これ全部調査するのにちょっと時間はかかると思うんですけど、それなりの使える資料にしておかなければいけないという事で、当然、中身によって場所だとかこういう地形でこういう条件の所があるかという問い合わせの中で、これを見ながら、農協さんと合理化法人の募集をしておりますので、連携を密にしていきたいと。また、そういう所を密にしていかないとこれだけの遊休農地を活用していくのは不可能だと考えておりますので、市としても農協の合理化法人あるいは組合の活動の中での活用をよろしくお願いしたいと思います。
藤代委員　　 復元不可能と判断された土地として非農地ですので、非農地が１５筆で３，６６１㎡で、千葉市全体としてはかなり少ないのではないか。それと、実際非農地と認定された場合ですね、その非農地としてあとの取扱いはどうなるのか伺いたいのですが。
農政課長　　 先ほど、１ページの図の中でご説明申し上げましたけれども、調整区域で２９３．９ｈａ。これをですね、農業委員会のほうに照会をして、事務局の方がだいぶ骨を折って、委員さんにも要所要所は見ていただいたそうですけど、その調査結果が約３，６００㎡、となっています。これはもう農地として復元ができないということでありますので、農地法に引っ掛からない。ですから、山林とか雑種地のような扱いで、開発とかも可能になってくる。農業委員会の台帳に載っていてもこの３，６００㎡はもう農地ではありませんよということで出した数字になっております。そんなことで、農地法にはもうかかってこない。じゃあどうするのかといいますと、委員会とも事前に話し合ったのですが、荒らしちゃっておけばこの非農地設定されちゃうともう農地法に引っ掛からない。じゃあみんな荒らしちゃえばいいんじゃないか。それで、農地以外で売ってしまおうということをされてしまうと、農地の減少に大きく繋がっていったり、遊休農地を増加するというような恐れがあるので、できるだけ抑えようということで事務局あるいは調査のなかでかなり抑えていただいで、森林の状態以外は非農地設定はしないようにしようといったなかで御苦労された部分だと思いますけど、ご理解いただきたいと思います。
藤代委員　　 ちょっと荒っぽい答えなんですけど、それしかないと思うんですけど、ただちにそういうことで進めないで、もう少し細やかに解決方法を考えていかなければならないのではないかと。結局これはやり得っていう格好になっちゃうわけですよね。
荻原会長　　 事務局の方にひとつ考えてもらいたいと思います。

伊藤委員　　 ちょっと私も農地の事は無知なんですけども、非農地と市街化区域・調整区域、話に聞くと市街化調整区域というのはその土地に建物を建てる時はすごく制約があると聞きましたが、非農地は農地法にかからないので、売りやすいという事を今説明のなかで疑問に思ったんですけど、違いはどういうことなんでしょうか。市街化区域と非農地の違い。

農業委員会事務局長　　 非農地の扱いですけども、登記簿上は農地となっているものも当然あります。変えなければそのままになっているというものもあります。調整区域の中でそれを例えば、３条・４条・５条とかいろいろあるんですけど、転用・売買する場合はですね、個別にですね許可申請を出していただいて審査をしてやると。いうようなかたちになります。

伊藤委員　　 個別に審査というのがちょっとわからないのですが。

農業委員会事務局長　　 許可申請をいただくということになります。それが農地かどうかという事も見るというお話です。
農政課長　　 まず、市街化区域はですね、市街化をしようという区域で指定してありますので、どんどん家を建てたり他の法律の中でできる事です。農政部は、市街化の中は生産緑地以外は直接関わっておりません。農業委員会は全部農地は市街化も調整も関わりなく全部管理はしているんですけども、農政部としては調整区域が対象となっております。そういうことで、うちのほうは解消を調整区域だけしか出していないのですが、非農地、これは荒れてて農地ではないよということになると、転用の許可がいらなくなっちゃう。転用の許可というのは、農業委員さんがたくさんいらっしゃいますが、なかなか厳しい訳です。ですから、転用の許可がいらないよっていうことで非常に簡単になるのと、ただし、調整区域は転用がすぐなりやすいといっても、家が建つのとまた別なんです。ですから、それが一緒になっちゃうと、ややこしいんですけども、農地法のひとつの法律が外れるという事は、そのステップを踏まないでいいということで、皆さんがそういう事をどんどん荒らしてやってしまうと農地が減ってしまう、あるいは遊休農地が増えてしまうという事がありますので、委員会と連携をしながらそういう対策を実際はやってもらっているという事です。
荻原会長　　 企業参入の実績という事で１社あったという報告なんですけど、今年の１月に会議を持ちました時に窓口を農政課の中に作るというお話が出てましたけど、実際にその中で１社ある。その企業に対しての窓口的なことを企業にどのような方法で申請を受ける方向で窓口は取り組んでおるのでしょうか。
農政課長　　 今、非常に農業の担い手がいない。なかなか採算が合わないので新しく農業を始める方も非常に苦労なさっている。今回、企業参入を考えていこうと。それはなぜかというと、今、農政センターでも新規就農者の研修だとかいろいろ受け入れをやっているのですが、肝心な資金力が個人では非常に難しい。ハウスをやりたいという事であっても、井戸を掘るお金から農業機械を揃える。そうなるとかなり厳しい。そういう中で断念していった方もいらっしゃるわけです。そういう面で、企業はですね、やはり資金力がちょっとそういった方々よりも豊であるということで、今、千葉市としては、農家側に言わせれば、市場価格が下がっちゃうのではないかとかいろんな懸念がある様です。農協さんの地区の座談会に一緒に行ってお話を聞いているのですが、そういうふうに懸念をする方もいらっしゃいますが、市としては、企業は市場を対象に単純に農業経営をしようというのはなかなか考えていない。というのは、市場は非常に価格の上下が激しいものですから、そのくらいの規模で上がり下がりが激しいと企業としても経営が成り立たないですから、販売先を特定したりとか、先ほどの様な会員にとかそういう特殊な方法で販売するという企業非常に多い訳です。そういう中で、市としては遊休農地を使っていただければ参入に支援していこうという姿勢で今やっております。他に４、５件の相談があります。多いのは、ＮＰＯ法人とかあるいは、社会福祉法人。これは障害者が農業を体験する、あるいは従事することで非常に精神的に安定をしてくるということで、それを取り入れたいというような事で、今相談が２件ほど緑区等で来ています。そういったものも農業の理解のひとつに繋がるのかなということで、支援はしていこうということでやっております。
須藤委員　　 今の質問に関連してなんですけども、企業が参入する事なんですけども、現在ここに載っているファーマーズマーケット、今確か一棟建ったと思うんですけれども、そういう参入するのは構わないんですけど、どこまで市がタッチするのか。私個人的に関係があるのですが、出資金が申し訳ないですけどたった１，０００万で３００坪のやつを６棟建てる、１棟たぶん３，０００万ぐらいはするんではないかと。そうすると６棟建てると１億８０００万。１，０００万しか出資金が無いのに、後の金はたぶん基になっている会社から借金するなりするんでしょうけど、それが今１棟ですけど２棟、３棟、６棟まで建てるという計画ですから、そこまで途中で市が見に行くのか、どこまで出来てるのか、話どおりか、全部できた時に本当に作物が作られているのか、そういう指導をどこがやるのか、ここら辺が難しいのではないかと思うんですけど。１年に１回、決算報告とかもらうのか、順調に進んでいるのか、大赤字で今にも逃げ出しそうなのかというのが必ず出てくると思うんですけど、いろんな企業が参入してくれば、その場合に私の記憶では市が中に入って契約するんだから、倒産して逃げた時には元どおりに市がお金を出して全部元に戻して生産者にお返ししますという話ですけど、下手こくと大変なことになるのかなと。かたすのもただではないし、そこら辺の段階的にどこまで市が目を光らせるのか、そこら辺を教えていただきたいと思います。
農政課長　　 先ほど流れの中で説明したと思うんですが、農地の貸し借りの前に千葉市と企業が協定を結びます。我々農家の代表として市として間に入っているわけですけど、最終的に農地に大きな障害があってはいけないという事で、企業としては１５年、２０年借りたいんでしょうけども、最大で１０年をひとつの目安としてやっておりまして、その後５年ごとに更新をするという方針でやっております。もうひとつは、今お話があったように、潰れた場合どうするのか、どうやって原状復帰するのか、そういった協定も全部盛り込まれております。また、毎年収支状況等について必ず報告をする。農業以外に使うという事は、市が間に入っているものですから、市も確認しなければならないという事でそういう報告ももらうことになっておりますし、当然、市は年に１回は現地に行って確認をするという作業をするつもりでおります。ただし、経営の中身につきましては企業が努力する中でやっていくことだという事で土壌分析、水質分析のような依頼があれば協力はするけれども、一般の農家と同じような形で支援はするつもりではおりますけれども、そこまでということでご理解を願います。
荻原会長　　 窓口で申請を受け、市がそういう許可をしたということで、今後企業の経営状況についても十分なる審査等をして、万が一そういう事態が起こらないように農政部の方でもお願いしたいと思います。

農政課長　　 まだ、最終的に細かいのが出てないのですが、農地法が改正になります。その中で、特定法人が意味が無くなって、事業が無くなってしまいます。ですから、間に市が入れなくなってしまう。そうしますと、今後は、農地保有合理化法人をお願いして、その辺を活用して進めていきたいと、担当レベルで話はしているのですが、農地法の細かい解説等が出まして方向が出た段階でまたいろいろ協議させていただきたいと思います。
荻原会長　　 市の方から農協の方にバトンが渡るようですが、ひとつお互い協力して進めていただきたいと思います。

　議題２及び３に係る会議経過については、千葉市情報公開条例第7条第２号に

規定する情報（個人情報）が含まれているので、公表しておりません。

【問合せ先】

千葉市経済農政局農政部農政課

ＴＥＬ：０４３（２４５）５７５９
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